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　令和元年10月1日に消費税率の引上げとともに消費税軽減税率制
度が導入されていますが、令和5年10月1日からは適格請求書等保存
方式（インボイス制度）が導入されます。軽減税率が導入されたことで、
8％と10％の消費税が混在するようになったため、売り手と買い手双
方が正確な税額を確認できるように導入される制度です。
　事業を営むほとんどの方に関係し、導入する場合には申請・登録を
して必要事項を記載した請求書を発行することなどが必要になります。

　本冊子では、導入までと導入後の措置が一目でわかるスケジュー
ルやインボイス制度に対する理解を深めるための仕入税額控除につ
いての解説をはじめ、インボイス制度導入に伴う実務を行うための
請求書等の作成に関する注意点や確認事項などを、具体的な事例を
交えてわかりやすく解説しています。

　本冊子をご活用いただき、必要な経理処理等を把握して、滞りな
くインボイス制度に対応していただくための一助となれば幸いです。

　また、実務編となる本冊子に先立ち、基本的な事項をまとめた冊子
も作成していますので、併せてご活用ください。

　全国の商工会では、インボイス制度はもとより、各種経営に関するご相談に対応しています。
　インボイス制度に関することはもちろん、各種経営上のお悩みにつきましても、最寄りの商
工会へご相談ください。

　最寄りの商工会は右の⼆次元コードにアクセスし商工会名で検索をお願いします。
地域を選択してお近くの商工会を探すこともできます。

https://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754
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一⽬でわかる導⼊スケジュール 
登録申請の流れ 

インボイスの基本を抑えよう
     　インボイスとインボイス制度
     　仕⼊税額控除のおさらい
　　　　免税事業者が登録する場合
　　　　免税事業者がインボイス登録事業者となり簡易課税を選択する場合

インボイスの実務を確認しよう
     　インボイスの記載事項を確認
     　消費税の端数処理は税率ごとに1回のみ
     　返品や値引きなどには適格返還請求書が必要
     　一括値引きをした場合、按分計算で対処できる
　　　　インボイスに屋号の記載OK！ 公表には届出を

経理上の注意事項を確認しよう
     　インボイスの交付や保存が免除されることはありますか？ 
     　社員の出張旅費、宿泊費、通勤⼿当など、
　　 インボイスを受け取れないときはどのように対処すればよいですか？
　　　　インボイス制度の帳簿記載と保存
     　⼝座振替や振込による事務所賃貸料の決済なども仕⼊税額控除できますか？
     　取引先に経費を⽴替払いしてもらったら、どのように対処すればよいですか？
     　請求期間がインボイス登録⽇をまたぐ場合、どのように発⾏すればよいですか？
     　免税事業者からの課税仕⼊れにはどのように対処すればよいですか？
     　インボイスの保存⽅法を確認したいのですが？
　　　　インボイス制度と電子帳簿保存法
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こんなときどうする？
 ［委託販売、受託販売］
     　商品を委託販売しているのですが、インボイスはどうすればよいですか？
     　商品を受託販売していますが、同時に⾃⾝の商品も販売する場合は
　　 区別して発⾏するのでしょうか？
　　　　取得した家事共⽤資産の消費税額は事業⽤部分を按分して計算

 ［中古品の取扱い］
     　中古⾞販売業をしているのですが、
　　 消費者からの仕⼊れも仕⼊税額控除できますか？

  ［JV（企業共同体）を組成する場合］
     　JVを組成して建設⼯事を⾏う場合、インボイスは各社が発⾏しますか？

 ［外貨建取引］
     　外貨建の取引ではどのように記載すればよいですか？
　　　　独占禁⽌法上、問題となる⾏為の例

インボイス導⼊に関する補助制度を活⽤しよう
お問い合わせ先一覧
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インボイス制度を導入するには、税務署に申請して登録事業者になる必要があります。
登録申請の流れおよび、制度スタート後の免税事業者等との取引の経過措置期間につ
いて確認しておきましょう。

一目でわかる導入スケジュール
インボイス登録とその後のスケジュールを確認しよう

区分記載請求書保存方式

80％　　控除可能

令和3年
10月1日

令和5年
3月31日

令和5年
10月1日

制度スタート！

制度開始時から導⼊するには、令和
5年3⽉31⽇までに申請を終える必要
があります。
※事情により申請が困難な場合には、令和
　5年9⽉30⽇まで登録が猶予されます。

登録は
始まっています。

HP04-05_導入スケジュール.indd 4　 データ更新日時　2022/11/16 15:36:40
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80％　　控除可能 50％控除可能 控除不可

令和8年
10月1日

令和11年
10月1日

適格請求書等（インボイス）保存方式

 免税事業者等からの仕入税額控除に係る経過措置期間
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登録申請の流れ

登録申請書を作成1
　申請書は税務署で入手するか、国税庁のサイトから
ダウンロードすることができます。

e-Taxか郵送で税務署へ書類を提出2
　e-Taxによる登録申請の場合は、事前に
電子証明書（マイナンバーカード等）と利
⽤者識別番号等（e-Taxでの取得も可能）
を準備してください。
　郵送で申請する場合は、所轄税務署では
なくインボイス登録センターへ郵送します。

国税庁の適格請求書発⾏事業者公表サイトに
登録番号が掲載される

　個⼈事業者で適格請求書発⾏事業者公表サイトへ屋号の
公表を希望する場合は、「適格請求書発⾏事業者の公表（変更）
申出書」を提出する必要があります。※26ページ参照

税務署で審査

登録通知書の交付

インボイス登録番号は「T」+「13
桁の数字」です。法⼈番号を持っ
ている課税事業者は、T+法⼈
番号。それ以外の課税事業者（個
⼈事業者や⼈格のない社団など）
の13桁の数字にはマイナンバー
の数字は使⽤せず、法⼈番号と
も重ならない事業者ごとの番号
が割り振られます。⼀度決まっ
た登録番号を変更することはで
きません。

3
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インボイスの基本を
抑えよう

1 章
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第１章

p8

インボイスの実務に対応するため、インボイスとはなにか、
インボイス制度とはどういうものか、基本的な事項を確認しておきましょう。

　インボイス＝「適格請求書」は、取引のとき、必要なものを購⼊する 買い手  と、
それを売る 売り手  でやり取りします。「必要なもの」は物品だけでなく、サービス
なども含まれます。 買い手  は、このインボイスがないと消費税の仕⼊税額控除を受
けることができません。※

※ インボイスに必要な事項が記載され、取引相⼿が発⾏した請求書等を保存することで仕⼊税額控除を受けられま
す。ただし、簡易課税事業者の場合を除きます。

　インボイス＝「適格請求書」を発⾏したり、受け取って保存したりするルール、「適
格請求書等保存⽅式」のことです。

インボイスとインボイス制度

インボイスって何？

インボイス制度って何？

1-1

売り手買い手

売り手 買い手

事業者は 買い手  にも 売り手
にもなり得ます。

インボイスを
発⾏します。

インボイスを
発⾏して

ください。
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　インボイスは、「適格請求書発⾏事業者」（インボイス登録事業者）
しか発⾏できません。そのためには税務署に課税事業者として、申
請をし、登録をしなければなりません。
　登録⼿続きは令和3年10⽉1⽇から始まっています。税務署への
⼿続きについては、4〜6ページを参照してください。

売り手  となる場合→ 簡易課税制度を選択してい
て、⼀般消費者のみに販売しているなら、影響は少
ないと考えられます。しかし、売上先に消費税を納
税している事業者がある場合は、インボイスの発⾏
を求められるなどの影響があります。

売り手  となる場合→ 免税事業者はインボイスの発
⾏や保存などの必要はありませんが※2、売上減少など
の可能性があるので、影響がないとは言えません。※3

買い手  となる場合→ 免税事業者はインボイスの発
⾏を求める必要はありません。
※2  ただし、所得税法や法人税法上は保存が必要です。
※3  基本的には、免税事業者のままでインボイス制度スタート後も

納⼊先に消費税を請求できればスタート前と⼿取り⾦額は変わ
りません。しかし、消費税を請求しない場合は、その分⼿取り
⾦額が少なくなることになります。

買い手  となる場合→ 消費税納税にはみなし仕⼊
率※1を用いるので、仕⼊れにかかるインボイスは必
要ありません。※2

※1 14ページ参照

　インボイス制度は 売り手  にも 買い手  にも影響を与えるため、ほぼすべての事業
者に関わりがあります。

インボイス制度に関わるのはどんな事業者？

インボイスを発⾏するには？

簡易課税を選択していても関係あり？

免税事業者なら関係ないでしょ？
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仕入税額控除は納付する消費税を計算する際の仕組みです。
理解を深めるために消費税の負担と納付、試算方法を確認しておきましょう。

　仕⼊税額は、「課税仕⼊れ等に係る消費税」のこと。消費税の申告では、課税売上
に係る消費税額から、これを控除して計算します。⽣産や流通で⽀払いのたびに発⽣
する消費税の⼆重課税を解消するための⽅法です。

仕⼊税額控除のおさらい

消費税の負担と納付の仕組み

素材工場 生産工場 販売店 消費者

 ［売上］
1,000円

 ［消費税］
100円

 ［納付税額］
100円

 ［負担税額］
300円

 ［納付税額］
200円−
100円

＝100円

 ［納付税額］
300円−
200円

＝100円

 ［売上］
2,000円

 ［消費税］
200円

 ［仕入］
1,000円

 ［消費税］
100円

 ［仕入］
2,000円

 ［消費税］
200円

 ［購入］
3,000円

 ［消費税］
300円

 ［売上］
3,000円

 ［消費税］
300円

1-2

10



　税込表示の決算書では、次の⽅法で納付する消費税が試算できます。

納税する消費税の試算

●本則課税の試算

●簡易課税の試算

※食料品等で軽減税率8％の場合は、★の数値が8/108となります。

※食料品販売等で軽減税率8％の事業者は、★が8/108となります。
※ みなし仕⼊率 卸売業：90％、小売業：80％、製造業・建設業等：70％、飲食業等：60％、
　運輸通信・⾦融・保険・サービス業：50％、不動産業：40％
※14ページ参照

売上高

売上高 みなし仕入率

売上原価 給料
社会保険料

保険料
租税公課等販管費

1

10
110

★

10
110

★
p9_1

p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

消費税を納付するとき、
売上等で発⽣する消費税
から⽀払った消費税を引
くことを「仕⼊税額控除」
といいます。

最終的な消費者が、全体
の消費税を負担します。
製造者や販売者は、最終
消費者に代わって消費税
を国に納付しています。

10
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★
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登録する場合、2つの選択肢がある

Column

免税事業者が登録する場合
前々事業年度の課税売上⾼が1,000万円以下の事業者は、納税義務が免除されています。
免税事業者がインボイス登録をするかどうかの考え方と登録する場合の流れをご紹介します。

フローチャートでチェック

現在、消費税を申告納税していない（免税事業者）

取引相⼿は⼀般消費者のみ
（領収書を必要としない） 取引相⼿は事業者が中⼼

登録申請不要

　売上が1,000万円以下でも、インボイス発⾏事業
者になると消費税の納税義務が⽣じます。納税に
は次の2つの方法があります。事業者の実態に合わ
せて選ぶことが重要です。

【本則課税】
　売上⾼に対する消費
税額から仕⼊れ等に係
る消費税額を差し引い
て、納税する消費税額
を算出します。

【簡易課税】※

　売上⾼に業種に応じ
たみなし仕⼊率を乗じ
て、納税する消費税額
を算出します。仕⼊等
で⽀払った消費税額は
影響しません。

登録せずに、免税事業者で
いることも可能

登録するか選択をする
　現在、免税事業者の場合、登録を検討
するときの判断基準は主に次の3点です。
●取引先との関係
●売上⾼の減少の可能性
●消費税の納税額

※14ページ参照
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原則として免税事業者がインボイス発⾏事業者になるには、
次の２つの書類を税務署へ提出する必要があります。

インボイス発⾏事業者となるための登録

●登録⽇が令和5年10⽉1⽇から令和11年9⽉30⽇まで
上記期間の属する課税期間においては、
A  適格請求書発⾏事業者の登録申請書のみの提出でOKです。
年や事業年度の途中から登録することもできます。

●登録⽇が令和11年10⽉1⽇以降
原則通り、
A  適格請求書発⾏事業者の登録申請書と
B  消費税課税事業者選択届出書の提出が必要です。

　登録申請をしてインボイス発⾏事業者登録簿に登録されると、
登録通知があります。申請してから登録通知を受けるまでの期間
は、そのときの登録申請書の提出状況により異なります。登録さ
れると、国税庁の適格請求書発⾏事業者サイトに掲載されます。
　登録の効力開始は通知を受けた日ではなく登録日です。
　このため、登録日から登録通知を受け取るまでに区分記載請求
書等を発⾏済みの場合、登録者番号などの必要事項を書面で通知
すれば、改めてインボイスを発⾏しなくてもOKです。

適格請求書発⾏事業者の登録申請書A

消費税課税事業者選択届出書B

A B

必要 必要なし

A B

両方必要

p9_1
p9_2p9_3

p11p12_1p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

登録通知と登録の効力開始
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Column

免税事業者がインボイス登録事業者と
なり簡易課税を選択する場合

　本来、簡易課税を選択する場合には、課税期間の前⽇
までに「消費税簡易課税制度選択届出書」を税務署へ提
出する必要がありました。
　しかし、インボイス制度の開始により、免税事業者が
インボイス登録事業者となり、簡易課税を選択する場合、
令和5年10⽉1⽇から令和11年9⽉30⽇の属する課税期
間においては、簡易課税の適用を受けようとする課税期
間中に提出すればOKです。
　課税期間の途中からの登録が認められるので、簡易課
税も課税期間の途中からで良いことになります。

簡易課税制度では、課税売上に係る消費税額に税法上定められた「みなし仕⼊率」を
乗じて計算します。みなし仕⼊率は業種別に定められています。

●卸売業…………………………………………90％
●⼩売業…………………………………………80％
●製造業・建設業等……………………………70％
●飲⾷業等………………………………………60％
●運輸通信・⾦融・保険・サービス業………50％
●不動産業………………………………………40％

簡易課税制度を選択できるのは、前々事業年度の
課税売上⾼が5,000万円以下の事業者です。

簡易課税って何？

登録日から事業年度終了の日（個人事業主の場合は12月31日）までの課税売上をもと
に、みなし仕⼊率を用いて計算します。登録日の前日までの売上は免税となるので、
注意が必要です。

消費税の計算

 ［法人の場合］一般的には事業年度終了の日から２か月以内
 ［個人の場合］翌年３月31日まで

申告期限と納付期限

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2

p9_1
p9_2 p9_3

p11 p12_1 p12_2

p13_1

p14_1

p14_2

p14_3

p14_4

p13_2
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適用税率ごとの合計額は税込・税抜
どちらの表記でもかまいません

請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　　　
 登録番号 T1234…
（株）○○○御中
令和5年11月分　131,200円（税込）

（10％対象　88,000円　内消費税8,000円）
（8％対象　43,200円　内消費税3,200円）

※は軽減税率対象品目

（10％対象　80,000円　消費税8,000円）
（8％対象　40,000円　消費税3,200円）

※は軽減税率対象品目

日付 品目 金額
11月1日 鶏肉　※ 10,000円
11月1日 アルミホイル 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

120,000円
11,200円

インボイスの基本的な記載例を挙げますので、確認しておきましょう。
取引先コードによる記載や仕入明細等による記載、複数の書類による対応も可能です。

発⾏者の
氏名または
名称

受領者の
氏名または
名称

取引年月日

適用税率
ごとの
合計額

適用税率

取引金額

取引内容

インボイス
登録番号

軽減税率
適用の表記

適用税率
ごとの
消費税額

現在「区分記載請
求書」を発行して
いれば、追加項目
は太字の3つです。

インボイスの記載事項を確認

インボイスの基本記載例

2-1
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請求書
令和5年11月30日

 取引先コード  S_00112

（株）○○○御中
令和5年11月分　131,200円（税込）

（10％対象　88,000円　内消費税8,000円）
（8％対象　43,200円　内消費税3,200円）

※は軽減税率対象品目

11月1日 鶏肉　※ 10,000円
11月1日 アルミホイル 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

120,000円
11,200円

仕入明細書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　　　　　

（株）○○○御中
登録番号T1234…
令和5年11月分　131,200円（税込）

送付後一定期間内に連絡が
ない場合、確認済とします

合計
10％対象　仕入金額80,000円　消費税8,000円
  8％対象　仕入金額40,000円　消費税3,200円

※は軽減税率対象品目

日付 取引 仕入金額（税込）
11月1日 鶏肉　※ （8％）10,000円
11月1日 アルミホイル （10％）2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

※ほかの記載は左ページの請求書の記載に準じる。

課税仕入の相手方の
確認を受ける方法の例課税仕入の

相手方の
インボイス
登録番号 ①仕入明細書に左のよ

うな文言を記載する
②書類に確認済の署名

などをもらう
③受注・発注のオンライ

ンシステムで確認を受
ける機能を設ける

④電子メールで確認した
旨の返信を受け取る

　インボイスには「発⾏者の氏名または名称」
と「インボイス登録番号」が必要ですが、次の
場合には請求書等に取引先コードなどを記載す
ることで、この記載があるものとして取り扱わ
れます。

　買い手が発注書等で注文し、売り手が請求書を発⾏しない場合には、
買い手が作成する一定の事項が記載された仕入明細書等を保存するこ
とでも仕入税額控除の適用を受けることができます。
　ただし、記載するインボイス登録番号は相手方（売り手）のもの（※1）

で、課税仕入れの相手方（売り手）の確認を受けたもの（※2︶ に限られます。

⃝登録番号と紐付けて管理され
ている取引先コード表などを
相手方と共有している
⃝買い手も取引先コード表など
から登録番号が確認できる

インボイスの記載事項を確認 取引先コードによる記載例

仕入明細書等による記載例

※1

※2

｢発行者の
氏名または
名称」と
｢インボイス
登録番号」の
省略可
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納品書
No.051103

令和5年11月5日
（株）○○○御中
下記の通り納品いたします。

※は軽減税率対象品目

品目 金額
鶏肉　※ 4,320円
アルミホイル 1,100円
・ ・
・ ・
・ ・

合計 15,000円（税込）

令和5年11月5日

15,000円（税込）

令和5年11月5日

15,000円（税込）

納品書
No.051102

令和5年11月2日
（株）○○○御中
下記の通り納品いたします。

※は軽減税率対象品目

品目 金額
鶏肉　※ 1,080円
アルミホイル 4,400円
・ ・
・ ・
・ ・

合計 15,800円（税込）

請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　　　
 登録番号 T1234…
（株）○○○御中
令和5年11月分　131,200円（税込）

10％対象　80,000円　消費税8,000円
8％対象　40,000円　消費税3,200円

納品書番号 金額
No.051101 15,750円
No.051102 10,800円
No.051103 22,000円

・ ・
・ ・
合計
消費税

120,000円
11,200円

納品書

令和5年11月2日
（株）○○○御中
下記の通り納品いたします。

※は軽減税率対象品目

品目
鶏肉　※
アルミホイル
・
・
・

合計 15,800円（税込）

納品書
No.051101

令和5年11月1日
（株）○○○御中
下記の通り納品いたします。

※は軽減税率対象品目

品目 金額
鶏肉　※ 10,800円
アルミホイル 2,200円
・ ・
・ ・
・ ・

合計 15,750円（税込）

納品書番号

発⾏者の
氏名または
名称

受領者の氏名
または名称

取引内容、金額

取引年月日

適用税率
ごとの
合計額

適用税率

インボイス
登録番号

適用税率ごとの
消費税額

　インボイスは、一定の事項が記載された請求書等のことですが、1枚の書類ですべ
ての記載事項を満たさなくてもかまいません。請求書と納品書など、相互の関連が明
確な複数の書類全体で記載事項を満たしていれば、合わせてひとつのインボイスとす
ることができます。商品等を順次納品し、1か月分をまとめて請求する場合などは、
この方法で対処できます。

複数の書類で対応する場合の記載例

18



スーパー▲▲
 登録番号 T1234…

令和5年11 月3日

領 収 書

10％対象 1,075円 （内消費税97円）
8％対象 708円 （内消費税52円）
※は軽減税率対象品目

合計　　　　　　　　　　 1,783円

鮭切り身　※ 194円
きゅうり（パック）※ 203円
チーズ　※ 311円
ビール 1,075円

領 収 書
▲▲タクシー

令和5年11 月3日

乗車運賃　　　　2,750円
（内10％消費税込）
登録番号T1234…

どちらかだけ記載でも可。

発⾏者の
氏名または
名称

発⾏者の氏名
または名称

インボイス
登録番号

受領者の氏名
または名称は
省略可

不特定多数を取引先とする場合は、受領者の氏名または名称の記載を省略した、簡
易インボイスを発⾏することができます。また、消費税額または適用税率のどちらか
のみの記載でも認められます。
　対象となる事業は小売業、飲食店業、旅⾏業、タクシー業などです。

簡易インボイスが認められる場合

小売業の例

タクシー業の例

取引年月日

取引年月日

取引内容、金額

取引内容、金額

適用税率
ごとの
合計額

適用税率

これまで使用している領収書に「発⾏者の氏名
または名称」「取引年月日」「取引内容と金額」
が記載されていれば、「適用税率」と「インボ
イス登録番号」をゴム印などで押印することで、
簡易インボイスとして利用することができます。

適用税率
ごとの
消費税額

適用税率
インボイス
登録番号

1

1
2

2
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消費税の端数処理は、切上げ、切捨て、四捨五入のいずれかを事業者が選択できます。
インボイスに記載する、「税率ごとに区分した消費税等」に1円未満の端数が
生じる場合は、1つのインボイスにつき、税率ごとに1回のみの端数処理を行います。

消費税の端数処理は
税率ごとに1回のみ

請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　　　
登録番号 T1234…（株）○○○御中

請求金額16,340円（税込）

※は軽減税率対象品目

取引年月日 品名 数量 単価 税抜金額 消費税額
11月3日 食品ラップ 6 418 2,508
11月3日 アルミホイル 6 799 4,794
11月10日 玉ねぎ　※ 14 197 2,758
11月10日 トマト　※ 15 329 4,935

10％対象計 7,302 730
10％対象税込額 8,032

8％対象計 7,693 615
8％対象税込額 8,308

合計 16,340

1

1

2

2 3

7,302円×10％
＝730.2
小数点以下を
切捨て

7,693円×8％
＝615.44
小数点以下を
切捨て

税率ごとに合計
してから端数処
理を1回。シンプ
ルで簡単ですね！

端数処理の例（税抜金額をもとに消費税額を計算する場合）

税率ごとに、税抜き
金額を合計1 税率ごとに消費税額

を計算2 税率ごとに端数処理
（1回のみ）3

2-2

10％対象で
1回処理

8％対象で
1回処理

消費税の端数処理は、
切上げ、切捨て、
四捨五入のいずれでも可税込金額をもとに計算する場合は、税率ご

とに区分して合計し、10/110または8/108
を乗じた金額に端数処理を⾏います。
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請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　　　
登録番号 T1234…（株）○○○御中

請求金額16,338円（税込）

※は軽減税率対象品目

取引年月日 品名 数量 単価 税抜金額 消費税額
11月3日 食品ラップ 6 418 2,508 250
11月3日 アルミホイル 6 799 4,794 479
11月10日 玉ねぎ　※ 14 197 2,758 220
11月10日 トマト　※ 15 329 4,935 394

10％対象計 7,302 729
10％対象税込額 8,031

8％対象計 7,693 614
8％対象税込額 8,307

合計 16,338

3

3

2

2

2,508円×10％
＝250.8
小数点以下を
切捨てなど
商品ごとに算出

1

1

商品ごとに、消費税
額を計算し端数処理1

1 で算出した消費税
額を税率ごとに合算2 商品の税抜き合計

額に 2 を加える3

商品ごとの
端数処理は

例NG

合算NG

合算NG
NG

複数の納品書を作成し、一定期間で請
求する場合は、請求書と納品書の関連
を明確にした上で、請求書でまとめて
税率ごとの端数処理を⾏うか、各納品
書で税率ごとの端数処理を⾏います。
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インボイスを発行したあとで、返品があったり、値引きをしたり、
販売奨励⾦などが発生するときは、「適格返還請求書」を発行しなければなりません。
インボイスの記載内容を把握できていれば難しくありません。

返品や値引きなどには
適格返還請求書が必要

適格返還請求書の基本記載例①
●適格返還請求書を別に発行する

支払明細書☆

令和5年12月28日
                                         （株）▲▲▲　　
 登録番号T1234
（株）○○○御中
返品額21,800円（税込）

（10％対象　11,000円　内消費税1,000円）
（ 8％対象　10,800円　内消費税800円）

※は軽減税率対象品目

日付 品目 金額
11月5日 小麦粉　※ 1,000円
11月5日 キッチンペーパー 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

20,000円
1,800円

受領者の氏名
または名称

売上にかかる
対価の
返還等を⾏う
年月日

適用税率
または
消費税額、
または
その両方

発⾏者の氏名
または名称

インボイス
登録番号

軽減税率
適用の表記

対価の返還等
の元になった
取引を⾏った
年月日

取引内容、
金額

入金の際に、振込手数料が勝手に差し引かれていることがあります。
これは、本来は「値引き」ですから「インボイス制度」の対象です。
現⾏では下の①～③のいずれかで処理をすることになります。
① 適格返還請求書を発⾏
② 翌月発⾏の請求書に適格返還請求書をまとめて記載
③ 売り手側に振込手数料相当額である確認をとる（メールも可）

☆ 値引明細書、割引
明細書、販売奨励
金明細書などとし
て発⾏されること
もあります。

2-3
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適格返還請求書の
基本記載例②

適格返還請求書の
基本記載例③

●インボイスと同時に発行する場合
／売上と返品を別々に記載する

●インボイスと同時に発行する場合
／売上と返品を相殺して記載する

請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　
 登録番号T1234…
（株）○○○御中

令和5年11月分　109,400円（税込）

請求書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　
 登録番号T1234…

令和5年11月分　109,400円（税込）

返品明細書

返品明細書

日付 品名 金額
11月1日 鶏肉　※ 10,000円
11月1日 アルミホイル 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

120,000円
11,200円

日付 品名 金額
11月1日 鶏肉　※ 10,000円
11月1日 アルミホイル 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

120,000円
11,200円

日付 品名 金額
11月5日 小麦粉　※ 1,000円
11月5日 キッチンペーパー 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

20,000円
1,800円

日付 品名 金額
11月5日 小麦粉　※ 1,000円
11月5日 キッチンペーパー 2,000円
・ ・ ・
・ ・ ・

合計
消費税

20,000円
1,800円

（10％対象　88,000円　内消費税8,000円）
（8％対象　43,200円　内消費税3,200円）

（10％対象　11,000円　内消費税1,000円）
（8％対象　10,800円　内消費税800円）

※は軽減税率対象品目

（10％対象　77,000円　内消費税7,000円）
（8％対象　32,400円　内消費税2,400円）

※は軽減税率対象品目

インボイスの
記載事項

適格返還請求書
の記載事項

売上高と対価の返還等の金額を相殺し
て、相殺後の金額に対する消費税額を
税率ごとに記載することも可能
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インボイスの基本的な記載例を挙げますので確認しておきましょう。
取引先コードによる記載や仕入明細等による記載、複数の書類による対応も可能です。

一括値引きをした場合、
按分計算で対処できる

一括値引きがある
場合の記載例①

一括値引きがある
場合の記載例②

●  値引き後の税込金額を税率ごとに区
分して合計した額を記載

●  値引き前の税抜金額または税率ごと
に区分して合計した税込価額と税率
ごとの値引額を記載

領収書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　
 登録番号T1234…

領収書
令和5年11月30日

 （株）▲▲▲　　　
 登録番号T1234…

贈答用洗剤 3,300円

豚肉加工品　※ 2,160円

贈答用洗剤 3,300円

豚肉加工品　※ 2,160円

(10％対象　2,696円　内消費税245円)
(8％対象　1,764円　内消費税130円)

※は軽減税率対象品目

（10％対象　消費税245円）
（8％対象　消費税130円）

※は軽減税率対象品目

小計　　　　　　　 5,460円
割引　　　　　　　 1,000円
合計　　　　　 4,460円

小計　　　　　　　 5,460円
（10％対象　3,300円）
（8％対象　2,160円）

割引　　　　　　　 　1,000円
（10％対象　604円）
（8％対象　396円）

合計　　　　　 4,460円

2-4

10％
対象

10％
対象

8％
対象

8％
対象

2 2

3 3

4

1

4
1
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値引き額は、金額の⽐率で按分して税率ごとに区分します。
計算方法は次の通りです。

値引額×
対象の⾦額

全体の⾦額
≒ 按分した

値引額

値引額

値引き後の税込金額

●10％対象

●10％対象

●10％対象

●8％対象

●8％対象

1,000円× ≒  604円
3,300円

5,460円

●8％対象

3,300円 −  604円  ＝  2,696円 2,160円 −   396円  ＝  1,764円

1,000円× ≒  396円
2,160円

5,460円

消費税額等は、値引き後の
税込金額から計算します。

2 3

4 4

1

2 3

1

2,696円   × ≒245円
10

110
1,764円   × ≒130円

8

108
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Column

インボイスに屋号の記載OK！
公表には届出を
　インボイスに記載する氏名や名称については、電話番号などを記載して発
⾏事業者を特定することができれば、屋号や省略した名称などでもかまいま
せん。ただし、国税庁の公表サイトで公表するためには、届出が必要です。

1 〜 6 までの事項に加え、次の事項も追加して公表することができます。

公表されるインボイス事業者の情報

インボイス事業者の⽒名または名称

登録番号

法⼈は、本店または主たる事務所の所在地

特定国外事業者以外の国外事業者は、国内において⾏う資産の譲渡等に係る事務所、
事業所その他これらに準ずるものの所在地

1

4

2

登録年⽉⽇5
登録取消年⽉⽇、登録失効年⽉⽇6

3

インボイス登録申請書と併せて
「適格請求書発⾏事業者の公表
事項の公表（変更）申出書」を
提出します。

1 について

●�個⼈事業主の主たる屋号、主たる事務所の所
在地等の公表を希望する場合
●�住⺠票に併記されている外国⼈の通称もしく
は旧姓を⽒名として公表、または⽒名と併記
して公表することを希望する場合

2 について

●�⼈格のない社団等の本店または主たる事務所
の所在地の公表を希望する場合
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インボイスの交付義務が免除されるのは、表の 1 〜 5 の5つの場合です。
この5つの場合は、インボイスが交付されないときは保存することはできな
いので、その旨を記載した帳簿があれば仕⼊税額控除が認められます。また、
表の 6 〜 11 の場合も、この旨に当てはまることを記載した帳簿を保存する
ことで仕⼊税額控除が認められます。

インボイスの交付や保存が
免除されることはありますか？

Q

A

インボイスの交付が免除される取引

取引内容 交付義務が免除される事業者等

1

2

3

4

5

税込金額が3万円未満の公共交通料金

⾃動販売機による税込価額が
3万円未満の商品販売

郵便ポストに投函される郵便物

卸売市場でのせりや⼊札による販売

卸売市場、農協、漁協などで受託者が
販売する⽣鮮⾷品や農林⽔産物など

鉄道会社、バス会社など

販売者（⾃動販売機の設置者など）

郵便局

販売者（出荷者）

委託者（出荷者や⽣産者）

チケット1枚ごとの⾦額や⽉でまとめた⾦額ではなく、1回の取引ごとの税
込⾦額が3万円未満の場合に限ります。例えば、東京〜⼤阪間の新幹線運
賃が1⼈1万4,000円とすると、4⼈分まとめた場合は5万6,000円なので、
免除の対象とはなりません。

3-1
第３章

p28_1 p28_2 p29

p30

p31

p32_1
p32_2

第３章

p28_1 p28_2 p29

p30

p31

p32_1
p32_2

5 の委託販売と受託販売に
ついては、42〜43ページ
で詳しく説明します。
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第３章

p28_1 p28_2 p29

p30

p31

p32_1
p32_2

インボイスの保存が免除される取引
※インボイスの交付が免除される取引 1 〜 5 のほか

取引内容 取引される物の例

6

7

8

9

10

11

出張旅費、宿泊費、⽇当、転勤⽀度金、
通勤⼿当

簡易インボイスの要件を満たす施設の
⼊場券などで、使⽤したときに回収さ
れるもの

古物営業の事業者がインボイス発⾏事
業者ではない者から買い受ける販売⽤
の古物

宅地建物取引業の事業者がインボイス
発⾏事業者ではない者から買い受ける
販売⽤の建物

質屋を営む事業者がインボイス発⾏事
業者ではない者から買い受ける販売⽤
の質草

リサイクル事業の事業者などがインボ
イス発⾏事業者ではない者から買い受
けた再⽣資源、再⽣部品

展⽰会や美術館の⼊場券など

社員から受け取る旅費の領収書など

※1 から買い受ける中古⾞、中古楽器、
中古⾐料など

※1 から買い受ける時計、バッグなど

※1 から買い受ける使⽤しない電⼦機
器類、金属類、紙類など

※1 から買い受ける中古住宅、中古マ
ンションなど

※1＝個⼈（会社員や団体職員など）やインボイス制度に登録していない事業者

6 の出張旅費などについて
は、30〜31ページで詳し
く説明します。

8 の古物営業について
は、45ページで詳しく
説明します。
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インボイス発⾏事業者でない社員は、インボイスを発⾏することができま
せん。そこで、次のものについては、インボイスの発⾏が免除され、⼀定
の事項を記載した帳簿を保存すれば、仕⼊税額控除が受けられます。帳簿
記載については、右ページのコラムを参照してください。

社員の出張旅費、
宿泊費、通勤⼿当など、
インボイスを受け取れないときは
どのように対処すればよいですか?

Q

A

社員に⽀給する出張旅費、宿泊費、⽇当のうち、
その旅⾏に通常必要であると認められる部分の⾦額

社員に⽀給する通勤⼿当のうち、
通勤につき通常必要と認められる部分の⾦額

※社員の転任に伴う転居や退職者等の退職等に伴う転居のために⾏う旅⾏の旅費についても含む。

所得税が⾮課税となる範囲内に限り、次の事項を考
え合わせます。
● その⽀給額が、社内の役員や社員のすべてを通じ

て適正なバランスが保たれた基準に即して計算さ
れているか（特定の役職や職種に偏った⽀給額に
なっていないか、など）。

● その⽀給額が、同業種、同規模の事業者などが⼀
般的に⽀給している金額と⽐べて相当と認められ
る金額かどうか。

社員がその通勤に必要な交通機関の利⽤などのために通常必要と認められるものであればよ
く、「⾮課税とされる通勤⼿当」（所得税法施⾏令第20条の2）で規定される⾮課税とされる
通勤⼿当の⾦額を超えているかどうかは問いません。

3-2
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Column

インボイス制度の帳簿記載と保存
　インボイスを受け取らず帳簿の保存のみで仕⼊税額控除を受けるための記
載事項は下記の通りです。
　帳簿の保存は、令和元年10⽉1⽇に導⼊され、令和5年9⽉30⽇まで有効
となっている「区分記載請求書等保存⽅式」と同じです。

❶課税仕⼊れの相⼿⽅の⽒名または名称
❷課税仕⼊れを⾏った年⽉⽇
❸課税仕⼊れに係る資産またはサービスの内容
　（課税仕⼊れが他の者から受けた軽減対象資産の譲渡などに係る場合は、
　資産の内容と軽減対象資産の譲渡に係るものであることを記載する）
❹課税仕⼊れに係る⽀払対価の額（税率区分ごとに合計した額）

●帳簿のみの保存で仕⼊税額控除が認められる仕⼊れに該当すること
　 例）3万円未満のJR利⽤料⾦、社員の出張旅費など

●仕⼊れの相⼿⽅の住所または所在地がわかること
　 ただし、仕⼊れ先が次の場合は記載が不要です。
　 ・船舶、バス、鉄道の運送を⾏った者
　 ・郵便サービスの提供をした者
　 ・出張旅費等を受け取った社員など

※ 古物、建物、質草、リサイクル品についても決まりがあります。
　関係する事業を営む⽅は、最寄りの商⼯会にご相談の上、ご確認ください。

上記の❶〜❹を記載した帳簿を保存する必要があります。

記載（インボイス制度で帳簿に記載が必要な事項）

保存

第３章

p28_1 p28_2 p29

p30

p31

p32_1
p32_2

帳簿の保存のみで仕⼊税額控除を受ける
には、通常必要となる上記の記載項⽬に
加え、次の項⽬が必要となります。
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賃借料や会計⼠費⽤などを銀⾏の⼝座振替や⼝座振込で⾏う事業者は多い
でしょう。契約書に基づいて代⾦決済を⾏い、取引の都度、請求書や領収
書が発⾏されない取引でも、仕⼊税額控除を受けるためには原則としてイン
ボイスの受け取り、保存が必要ですが、次のどちらかの⽅法で対処できます。

⼝座振替や振込による事務所賃借料の
決済なども仕⼊税額控除できますか？

Q

A

契約書

⽀払い
提供側⽀払い側

❶⼀定期間の取引をまとめて発行されたインボイスを受け取る。

インボイスは、⼀定期間の取引についてまとめて発行することができる。

❷�インボイス登録番号などが記載された契約書（必要事項を記載した
書類でも可）と、⽇付と⾦額が印字された通帳を保存する。

インボイスは、複数の書類で記載要件を満たしても構わない。

●契約書の記載事項
　・インボイス発⾏事業者の⽒名または名称
　・インボイス登録番号
　・取引内容
　・税率区分ごとに合計した取引金額に対する消費税額と適⽤税率
　・請求書等の受領者の⽒名または名称
●通帳の記載事項
　・取引年⽉⽇
　・税率区分ごとに合計した取引金額

3-3
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取引先に経費を立替払いしてもらった場合、領収書の宛名は取引先になっ
ています。単にこの領収書を受け取るだけでは仕⼊税額控除を受けること
はできません。立替⾦精算書などを発⾏してもらい、保管しましょう。

取引先に経費を立替払いしてもらったら、
どのように対処すればよいですか？

Q

A

精算

C社のインボイス、
立替⾦精算書発⾏

インボイス発⾏

立替払い

A社 B社 C社
立替をしてもらった 立替をした 販売をした

3-4

B社がインボイス発⾏事業者でなくても、C社がインボイス発⾏事
業者であれば、仕⼊税額控除を⾏うことができます。
もし立替払いの内容がインボイスの交付や保存が免除される取引

（28〜29ページ参照）であれば、その帳簿を保存することで仕⼊
税額控除を⾏うことができます。

p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38

A社　御中　　　 令和5年11月30日

立替金精算書

レンタカー代　1/2 ○○○円

ガソリン代　　1/2 ○○○円

※領収証（インボイス）コピー添付します。

合計　　　　　 ○○○円

令和5年11月2日
得意先訪問同行時交通費

立替金精算書の例

B社
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請求書
令和5年10月31日

 （株）▲▲▲　　　　　
 登録番号 T1234…　　
（株）○○○御中
令和5年10月請求分（9月16日～10月15日）　

752,800円

品目 金額
令和5年9月分（9月16日～30日）
10％対象220,000円　内消費税20,000円 220,000円
8％対象162,000円　内消費税12,000円 162,000円

令和5年10月分（10月1日～15日）
10％対象198,000円　内消費税18,000円 198,000円
8％対象172,800円　内消費税12,800円 172,800円

請求書
令和5年10月31日

 （株）▲▲▲　　　　　
 登録番号 T1234…　　
（株）○○○御中
令和5年10月請求分（9月16日～10月15日）　

752,800円

品目 金額
令和5年9月分（9月16日～10月15日）
10％対象418,000円　内消費税38,000円 418,000円
8％対象334,800円　内消費税24,800円 334,800円

【登録⽇前後を明確に分けて記載】 【登録⽇前後を分けずに記載】

インボイス登録⽇が令和5年10⽉1⽇（インボイスの開始⽇）なら、請求書
内で登録⽇前後を区分する必要があります。しかし、登録⽇前後を区分せず、
まとめて請求書に記載しても問題ありません。

請求期間がインボイス登録⽇をまたぐ場合、
どのように発⾏すればよいですか？

Q

A
 インボイス登録⽇：令和5年10⽉1⽇
 請求期間：令和5年9⽉16⽇〜10⽉15⽇　
 請求⽇：令和5年10⽉31⽇

例

インボイス発行事業者

登録日：令和5年10月1日

3-5
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請求書
� 令和5年11月30日
� （株）▲▲▲　　　　　
� 登録番号�T1234…　　
（株）○○○御中
令和5年11月請求分（10月16日〜11月15日）　

752,800円

品目 金額
令和5年10月分（10月16日〜31日）
10％対象220,000円　内消費税20,000円 220,000円
8％対象162,000円　内消費税12,000円 162,000円

令和5年11月分（11月1日〜15日）
10％対象198,000円　内消費税18,000円 198,000円
8％対象172,800円　内消費税12,800円 172,800円

請求書
� 令和5年11月30日
� （株）▲▲▲　　　　　
� 登録番号�T1234…　　
（株）○○○御中
令和5年11月請求分　

令和5年10月16日〜31日　　382,000円

請求書
� 令和5年11月30日
� （株）▲▲▲　　　　　
� 登録番号�T1234…　　
（株）○○○御中
令和5年11月請求分　

令和5年11月1日〜15日　　370,800円

品目 金額
10％対象220,000円　内消費税20,000円 220,000円
8％対象162,000円　内消費税12,000円 162,000円

品目 金額
10％対象198,000円　内消費税18,000円 198,000円
8％対象172,800円　内消費税12,800円 172,800円

インボイス登録⽇前の請求書には
インボイス登録番号を⼊れない
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【登録⽇前後を明確に分けて記載】 【登録⽇前後を別々に発⾏】

インボイス登録⽇が令和５年10⽉2⽇以降の場合は、登録⽇前と以後を区
別する必要があります。A
　 インボイス登録⽇：令和5年11⽉1⽇
　 請求期間：令和5年10⽉16⽇〜11⽉15⽇
　 請求⽇：令和5年11⽉30⽇

例

インボイス発⾏事業者

登録⽇：令和5年11⽉1⽇

どちらでも
OK
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インボイス制度開始から下の図の期間は、インボイス発⾏事業者以外の者
からの課税仕⼊れでも、仕⼊税額相当額の⼀定割合を仕⼊税額とみなして
控除できる経過措置が設けられています。

免税事業者からの課税仕⼊れには
どのように対処すればよいですか？

Q

A

80％控除可能 50％控除可能 控除不可

免税事業者等からの仕⼊税額控除
措置期間

令和5年
10⽉1⽇

令和8年
10⽉1⽇

令和11年
10⽉1⽇

3-6

p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38

36



p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38

経過措置を受けるために必要なこと

❸の経過措置の適⽤を受ける課税仕⼊れであることを記す場合、次の
どちらかでOKです。
・ 個々の取引ごとに「80％（50％）控除対象」や「免税事業者から

の仕⼊れ」などと記載する
・ 経過措置の適⽤対象となる取引に、※や☆などの記号・番号等をつ

け、その記号・番号等が「経過措置の適⽤を受ける課税仕⼊れであ
ること」と記載し、別途「※は80％控除対象」などと表⽰する

　❶課税仕⼊れの相⼿⽅の⽒名または名称
　❷課税仕⼊れを⾏った年⽉⽇
　❸課税仕⼊れをした商品やサービスの内容と
　　経過措置の適⽤を受ける課税仕⼊れであること
　❹課税仕⼊れの額

帳簿の記載事項

　区分記載請求書等と同様の記載事項が必要です
　❶書類の作成者の⽒名または名称
　❷課税対象の商品やサービスの譲渡などを⾏った年⽉⽇
　❸課税対象の商品やサービスの内容
　❹税率ごとに合計した③の税込価額
　❺書類の交付を受ける事業者の⽒名または名称

請求書等の記載事項

これまでと
同じだね。

p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38
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p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38

p33 p34 p36

p37_1 p37_2

p38

インボイスは、 買い⼿  と 売り⼿  の間でやり取りします。受け取った事業
者だけでなく、発⾏した事業者も写しを7年間保存しなくてはなりません。
発⾏された状態により、次のように保存をしましょう。

インボイスの保存⽅法を
確認したいのですが？

Q

A

電⼦帳簿保存法が令和4年1⽉1⽇から施⾏されています。
書⾯を電⼦化して保存することと電⼦インボイスが電⼦帳
簿保存法に該当し、検索要件等々の要件を満たした状態で
の保存が要求されています。ただし、やむを得ない事情が
ある場合には、令和5年12⽉31⽇までは要件を満たして
いない状態でも保存を認めるという規定があり、上記表の
⾚字の部分が該当します。電⼦帳簿保存法の要件を満たし
ていなくとも認めるということです。

令和5年12⽉31⽇まで
インボイスの種類

書⾯の写しを保存
 （レジのジャーナル、

⼀覧表や明細書なども可）
または

書⾯の写しを電⼦化して保存

データで保存
または

プリントアウトして書⾯で保存

書⾯

電⼦インボイス

書⾯（原本）を保存
または

書⾯を電⼦化して保存

データで保存
または

プリントアウトして書⾯で保存

売り⼿ 買い⼿

買い⼿

売り⼿

3-7
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p39_1 p39_2

p39_3

p40

令和6年1⽉1⽇から
インボイスの種類

書⾯の写しを保存
 （レジのジャーナル、

⼀覧表や明細書なども可）
または

書⾯の写しを電⼦化して保存

データで保存

書⾯

電⼦インボイス

書⾯（原本）を保存
または

書⾯を電⼦化して保存

データで保存

売り⼿ 買い⼿

アタリ

買い⼿

売り⼿

アタリ

※ 検索要件、タイムスタンプなどの要件
（40ページ参照）を満たしていることが
必要です。

p39_1 p39_2

p39_3

p40

p39_1 p39_2

p39_3

p40

令和6年1⽉1⽇からは電⼦帳簿保存法の宥恕（ゆうじょ）規定（左ページの黄色
の下線部）の期限が切れます。
上の表の⾚字の部分は、このように保存して電⼦帳簿保存法の要件を満たしてい
ないと罰則等の対象となります。もとのデータが電⼦のものは紙媒体での保存を
認められなくなります。
インボイス制度と電⼦帳簿保存法の関連については、40ページを参照してください。

39
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Column

インボイス制度と電⼦帳簿保存法
　電⼦帳簿保存法は、下の3区分に分かれています。
　下記の⾚字の部分が主なインボイス制度に関連するものです。

会計ソフトなどの電⼦的に作成した帳簿、電⼦的に作成した決算書類や⾃社発⾏の納品書・
請求書の控えが該当します。

帳簿保存（電⼦的に作成した帳簿・書類）1

電⼦インボイス、メールで受信した書類、ペーパーレスFAXで受信した書類、クラウド上
で交わした契約書などが該当します。

電⼦取引（メール等の電⼦的に授受した取引）3

紙媒体で発⾏・受領した領収証・契約書・⾒積書・請求書・仕⼊明細書などをスキャニン
グして電⼦保存する場合が該当します。

スキャナー保存（紙で受領・作成した書類をスキャナーで保存したもの）2

・変更の履歴がわかること　　　　　　・検索機能
・使⽤中のシステムの説明書等を⽤意　・モニターやプリンタを準備すること

保存の主な要件

・検索機能　　　　　　　　　　　　　　　・使⽤中のシステムの説明書等を⽤意
・ディスプレイやプリンタを準備すること　・真実性を確保するための措置
※タイムスタンプ付与、訂正削除の防⽌に関する事務処理規程を定め運⽤する。

保存の主な要件

・⼊⼒期間の制限　　　・解明度　　　　　・検索機能
・タイムスタンプ付与　・整然・明確出⼒　・使⽤中のシステムの説明書等を⽤意
・モニターやプリンタを準備すること

保存の主な要件

　電⼦帳簿保存法はすべての事業者の対応が想定され、罰則規定もあります。
　詳しくは、電⼦帳簿保存法を参照してください。

p39_1 p39_2

p39_3

p40

電⼦⽂書運⽤の国際規格（Peppol（ペポル））に準拠
した⽇本版デジタルインボイスも開発が進んでいます。
将来的に海外企業との取引も効率的になりそうです。

40
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p42_1
P42_2 P42_3 p43_1
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第４章

p42_1
P42_2 P42_3 p43_1

p43_2
p43_3

実際に販売をする事業者（受託者）が委託者の名称やインボイス登録番号
などを記載したインボイスを発行する場合＝代理交付と、受託者が⾃⾝の
名称やインボイス登録番号などを記載したインボイスを発行する場合＝媒
介者交付特例があります。

商品を委託販売しているのですが、
インボイスはどうすればよいですか？

Q

A

売り⼿

商品を委託 商品を販売

買い⼿

委託者 受託者 購⼊者
写し

委託販売、受託販売4-1

インボイス

受託者 はインボイス発行
事業者でなくてもよい。

委託者 の名称や
インボイス
登録番号を記載

媒
介
者
交
付
特
例

売り⼿

商品を委託 商品を販売

買い⼿

委託者 受託者 購⼊者写し

インボイス

委託者 、受託者 ともにイン
ボイス発行事業者である。

受託者 の名称や
インボイス
登録番号を記載

代
理
交
付

委託者 がインボイス
発行事業者である。

インボイス
発行事業者と通知

42



第４章

p42_1
P42_2 P42_3 p43_1

p43_2
p43_3

受託販売をしている事業者が⾃⾝の商品も販売していて、同じ買い⼿に販
売した場合、区別せずに、⼀つのインボイスでかまいません。

商品を受託販売していますが、
同時に⾃⾝の商品も販売する場合は
区別して発⾏するのでしょうか？

Q

A

少しずつ何回も委託するから、イ
ンボイスの写しがすごく多くなり
そうで、保存するのが⼤変そう。

委託者 と 受託者 の間でインボイスの写し
が⼤量になるなど、事務⼿続上などの理
由がある場合は、品目名や日付、金額、
数量などについてインボイスの写しと相
互の関連が明確な精算書などの書類を保
存するだけでもよいとされています。

受託販売品

受託販売品

⾃社商品

⾃社商品

受託販売品

⾃社商品

4-2

受託者

委託者

どの場合も⼀つのインボイスでOKなら難しくないですね！

第４章

p42_1
P42_2 P42_3 p43_1

p43_2
p43_3

第４章

p42_1
P42_2 P42_3 p43_1

p43_2
p43_3
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領収書
� 令和5年11月30日
� （株）▲▲▲　　　　　
� 登録番号�T1234…
（株）○○○御中
⾦額�200,000円（税込）

但し、家事使⽤分� 40,000円
10％対象� 160,000円（内消費税14,545円）

p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

Column

取得した家事共⽤資産の消費税額は
事業⽤部分を按分して計算
　個⼈事業者では、事業と家事で共⽤する資産を持つ場合があります。
　消費税の納税事業者の場合、事業専⽤と家事消費⽤・家事使⽤について使
⽤率や使⽤⾯積などの合理的な基準で区分して課税仕⼊れ等の消費税額を計
算します。

家事共⽤資産の計算例② 売り⼿ となる場合

中古⾞を買い取った
事業者に対して、事
業専⽤割合に相当す
る金額を⼊れたイン
ボイスを発⾏します。

事業と家事で使⽤している中古⾞を20万円で売却する場合。
事業専⽤割合が80％であれば、課税売上に係る消費税額は次のようになります。

20万円 × 80％ ＝ 16万円

家事共⽤資産の計算例① 買い⼿ となる場合

275万円（内消費税25万円）で⾃動⾞を購⼊し、事業と家事で使⽤する場合。
事業専⽤割合が80％であれば、課税仕⼊れ等の消費税額は次のようになります。

250万円 × 80％ ＝ 200万円
200万円 × 10％ ＝ 20万円

16万円 × 　　  ≒ 14,545円
10
110

44



できます。古物営業法の許可を受けて古物営業を営み、下の3つの要件をす
べて満たしていれば仕⼊税額控除ができます。⾞や楽器、洋服などの中古
販売に関わる事業者が当てはまるでしょう。
なお、相⼿がインボイス発行事業者である場合は、適格請求書を発行して
もらい、保存しなければなりません。
※帳簿の保存のみで仕⼊税額控除を受ける場合については、31ページをご覧ください。

⾃⼰の使⽤のためにインボイス制度に登録していない事業者（個⼈を含む）
から買い⼊れた古物は、免税事業者からの課税仕⼊れに当たるので仕⼊税
額控除ができません。ただし、措置期間内は控除が可能です。
※36〜37ページも合わせてご覧ください。

中古⾞販売業をしているのですが、
消費者からの仕⼊れも
仕⼊税額控除できますか？

Q

A

p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

⾃分たちで使う営業⾞は販
売⽬的じゃないから、仕⼊
税額控除できないんだね。

古物の仕⼊れ1

棚卸資産（販売⽬的）の仕⼊れ2

インボイス制度に登録していない事業者（個⼈を含む）からの仕⼊れ3

「古物」とは、⼀度使⽤された物品（鑑賞的美術品及び商品券、乗⾞券、郵便切⼿その他政
令で定めるこれらに類する証票その他の物を含む。ただし、船舶、航空機、⼯作機械その他
これらに類する⼤型機械類で政令で定めるものを除く）、もしくは使⽤されない物品で使⽤の
ために取引されたもの、またはこれらの物品に幾分の⼿⼊れをしたもの。

古物営業法による古物の定義

中古品の取扱い4-3
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p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

企業共同体

JVのような⺠法上の組合、投資事業有限責任組合、有限責任事業組合などは、
原則としてインボイスを発行することはできません。ただし、業務執行組
合員が A の届出書を提出すればインボイスを発行できます。発行した組合
員が写しを保存します。

次の場合、該当することになった⽇より後の取引については、インボイス
の発行ができません。また、業務執行組合員が速やかに B の届出書を提出
しなければなりません。

JVを組成して建設⼯事を⾏う場合、
インボイスは各社が発⾏しますか？

Q

A1

A2

　任意組合等の事業として⾏われる取引に関するインボイスに記載
可能な「適格請求書発⾏事業者の⽒名または名称及び登録番号」は、
次の2通りとなります。

1  組合員全員のものを記載する（こちらが原則）
2   その任意組合等の、いずれかの組合員の「⽒名または名称及び登

録番号」（1つまたは複数でも可）とその任意組合等の名称

1  インボイス発行事業者でない新たな組合員を加⼊させた場合
2  任意組合等の組合員のいずれかがインボイス発行事業者でなくなった場合

組合員

組合員

業務執行組合員

組合員

組合員

A

任意組合等の組合員の全て
がインボイス発⾏事業者で
ある旨の届出書

インボイスを
発⾏する場合

組合員

組合員

業務執行組合員

組合員

組合員

B

任意組合等の組合員がイン
ボイス発⾏事業者でなくな
った旨等の届出書

インボイスを
発⾏できなくなった場合

JV（企業共同体）を組成する場合4-4

企業共同体
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p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

p44 p45

p46 p47_1

p47_2

p48 p49

任意組合等が解散しその清算が結了した場合、清算⼈が C の届出書を提出
します。A3

任意組合の事業として課税仕⼊れを⾏う場合の対処

　任意組合等で課税仕⼊れをする場合、業務執⾏組合員が⽀払い等の名義⼈となり、
各組合員との間で負担分を清算するという⽅法を取ることが多いでしょう。この場合、
各組合員はインボイスを受け取れませんが、次の書類を保存すれば仕⼊税額控除が可
能です。

1  業務執行組合員が仕⼊先から受け取ったインボイスのコピー
2   各組合員が出資⾦等の割合に応じた対価の配分内容を記載した書類（精算書）

清算⼈

C
任意組合等の清算が結
了した旨の届出書

任意組合等が解散し､
その清算が結了した場合

インボイスのコピーが⼤量になるなどの理由で、
業務執⾏組合員がコピーを発⾏することが難し
い場合は、精算書のみを発⾏、業務執⾏組合員
が仕⼊先から受け取ったインボイスを保存し、
各組合員は精算書を保存することも可能です。
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p44 p45

p46 p47_1
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外貨建てによる取引も、インボイスに記載が必要な事項は同じです。
記載事項は外国語や外貨でも問題ありませんが、「税率の異なるごとに区分
した消費税額等」は、円換算した⾦額を記載しなければなりません。
次のいずれかの方法で算出します。

外貨建の取引では
どのように記載すればよいですか？

Q

A

税率ごとに区分して合計した外貨の税抜売上⾼を円換算した後、
消費税額等を算出1

税率ごとに区分して合計した外貨の税込売上⾼を円換算した後、
消費税額等を算出2

税率ごとに区分して合計した外貨の税抜売上⾼から計算過程の外貨建の
消費税額等算出後、円換算する3

税率ごとに区分して合計した外貨の税込売上⾼から計算過程の外貨建の
消費税額等算出後、円換算する4

Description Taxable
amount（＄）

Tax amount
（＄）

JPY Tax
Amount（¥）

Dish $25 $2.5 ―
Forks $35 $3.5 ―
Apples * $150 $12.0 ―
Lemons * $120 $9.6 ―

Standard tax rate(10%) $60 $6.0 ¥813
Reduced tax rate (8%) $270 $21.6 ¥2,927

インボイスの記載例
TTM =135.55円の場合

どの計算⽅法で
も、算出される
⽇本円の消費税
額は同じです。
なお、外貨建て
の Tax amount
は、インボイスの
記載事項として
求められていな
いので、参考と
して記載します。

外貨建の売上を税抜か税込
か、どこで円換算するか考え
るってことですね。

税率ごとに区分した
税抜売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税抜売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税込売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税込売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した円換算後の売上⾼ 計算過程の外貨建の消費税額等

計算過程の外貨建の消費税額等税率ごとに区分した円換算後の売上⾼

10％
または
8％

10/110
または
8/108

⽇本円の
消費税額等

⽇本円の
消費税額等

ここで端数処理 ここで端数処理

ここで端数処理ここで端数処理

×

×

TTM

TTM

× ×

××

= =

==

=

=

＄60 × 135.55 × 10% ＝ 813.3 → 813円A

＄270×135.55 × 8% ＝ 2,927.88 → 2,927円B

10％
または 8％

10/110
または 8/108

⽇本円の
消費税額等

⽇本円の
消費税額等

TTM

TTM

×

×

=

=

＄60 × 10% × 135.55 ＝ 813.3 → 813円A

＄270 × 8% × 135.55 ＝ 2,927.88 → 2,927円B

＄66 ×　　　× 135.55 ＝ 813.3 → 813円10
110

＄291.6 ×　　　× 135.55 × ＝ 2,927.88 → 2,927円8
108

A

B

＄66 × 135.55 ×　　　＝ 813.3 → 813円10
110

＄291.6 × 135.55 ×　　　＝ 2,927.88 →  2,927円8
108

A

B

A

B

外貨建取引4-5

※

※�TTMは電信売買相場の中値のこと。法⼈税における外貨建債権は、原則として取
引⽇の電信売相場（TTS）と電信買相場（TTB）の中値（TTM）によって換算します。
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外貨建てによる取引も、インボイスに記載が必要な事項は同じです。
記載事項は外国語や外貨でも問題ありませんが、「税率の異なるごとに区分
した消費税額等」は、円換算した⾦額を記載しなければなりません。
次のいずれかの方法で算出します。

外貨建の取引では
どのように記載すればよいですか？

Q

A

税率ごとに区分して合計した外貨の税抜売上⾼を円換算した後、
消費税額等を算出1

税率ごとに区分して合計した外貨の税込売上⾼を円換算した後、
消費税額等を算出2

税率ごとに区分して合計した外貨の税抜売上⾼から計算過程の外貨建の
消費税額等算出後、円換算する3

税率ごとに区分して合計した外貨の税込売上⾼から計算過程の外貨建の
消費税額等算出後、円換算する4

Description Taxable
amount（＄）

Tax amount
（＄）

JPY Tax
Amount（¥）

Dish $25 $2.5 ―
Forks $35 $3.5 ―
Apples * $150 $12.0 ―
Lemons * $120 $9.6 ―

Standard tax rate(10%) $60 $6.0 ¥813
Reduced tax rate (8%) $270 $21.6 ¥2,927

インボイスの記載例
TTM =135.55円の場合

どの計算⽅法で
も、算出される
⽇本円の消費税
額は同じです。
なお、外貨建て
の Tax amount
は、インボイスの
記載事項として
求められていな
いので、参考と
して記載します。

外貨建の売上を税抜か税込
か、どこで円換算するか考え
るってことですね。

税率ごとに区分した
税抜売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税抜売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税込売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した
税込売上⾼（外貨）

税率ごとに区分した円換算後の売上⾼ 計算過程の外貨建の消費税額等

計算過程の外貨建の消費税額等税率ごとに区分した円換算後の売上⾼

10％
または
8％

10/110
または
8/108

⽇本円の
消費税額等

⽇本円の
消費税額等

ここで端数処理 ここで端数処理

ここで端数処理ここで端数処理

×

×

TTM

TTM

× ×

××

= =

==

=

=

＄60 × 135.55 × 10% ＝ 813.3 → 813円A

＄270×135.55 × 8% ＝ 2,927.88 → 2,927円B

10％
または 8％

10/110
または 8/108

⽇本円の
消費税額等

⽇本円の
消費税額等

TTM

TTM

×

×

=

=

＄60 × 10% × 135.55 ＝ 813.3 → 813円A

＄270 × 8% × 135.55 ＝ 2,927.88 → 2,927円B

＄66 ×　　　× 135.55 ＝ 813.3 → 813円10
110

＄291.6 ×　　　× 135.55 × ＝ 2,927.88 → 2,927円8
108

A

B

＄66 × 135.55 ×　　　＝ 813.3 → 813円10
110

＄291.6 × 135.55 ×　　　＝ 2,927.88 →  2,927円8
108

A

B

A

B

外貨建取引4-5

※

※�TTMは電信売買相場の中値のこと。法⼈税における外貨建債権は、原則として取
引⽇の電信売相場（TTS）と電信買相場（TTB）の中値（TTM）によって換算します。
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Column

親方のところは免税事業者で、
うちは仕入税額控除
できないから、

そうか、
じゃあ、しょうがないね。
据え置きにしよう。

じゃあさ、うちが作っている
顧客サービスグッズ、
割引するから買ってよ。

いっそ、思い切って課税事業者に
なればいいんじゃない？
お互い、そのほうがいいでしょ？

あ、親方、
昨日はどうもね。

そうじゃないなら、
取引、打ち切らせて
もらうよ。

けっこう評判
いいんだよ。
お客さんに配れば
いいじゃない。

そうそう、今度、お客さんを招待して
フェアをやるんだけど、
親方のところの名前も出すから、協賛金よろしくね。

うちも困るんだよ。
今後もお願いするから、
よろしく頼むよ。

はぁ…。 ありがとう
ござい
ます…。

それは
『取引対価の引き下げ』
にあたりますよ！

それは
『協賛金等の負担の要請』
ですね！

それは
『商品等の購入やサービス
  利用の要請』です！

免税事業者にとって不利益になるのに、
今後の取引を考えて受け入れざるを
得ないような状況は、
「優先的地位の濫用」とみなされます。

その分、依頼料を
下げさせて
もらうからね。

いや、
それは…。

……。

次
の
日

これは
『登録事業者となるような慫慂等』
にあたります！

しょうよう

独占禁⽌法上、問題となる⾏為の例
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親方のところは免税事業者で、
うちは仕入税額控除
できないから、

そうか、
じゃあ、しょうがないね。
据え置きにしよう。

じゃあさ、うちが作っている
顧客サービスグッズ、
割引するから買ってよ。

いっそ、思い切って課税事業者に
なればいいんじゃない？
お互い、そのほうがいいでしょ？

あ、親方、
昨日はどうもね。

そうじゃないなら、
取引、打ち切らせて
もらうよ。

けっこう評判
いいんだよ。
お客さんに配れば
いいじゃない。

そうそう、今度、お客さんを招待して
フェアをやるんだけど、
親方のところの名前も出すから、協賛金よろしくね。

うちも困るんだよ。
今後もお願いするから、
よろしく頼むよ。

はぁ…。 ありがとう
ござい
ます…。

それは
『取引対価の引き下げ』
にあたりますよ！

それは
『協賛金等の負担の要請』
ですね！

それは
『商品等の購入やサービス
  利用の要請』です！

免税事業者にとって不利益になるのに、
今後の取引を考えて受け入れざるを
得ないような状況は、
「優先的地位の濫用」とみなされます。

その分、依頼料を
下げさせて
もらうからね。

いや、
それは…。

……。

次
の
日

これは
『登録事業者となるような慫慂等』
にあたります！

しょうよう

●�事業者同⼠の取引条件はお互いの間で取り決めるものですが、インボイス導
⼊により、免税事業者は取引条件が不利になりやすいことが考えられます。
●�インボイス導⼊により取引条件を⾒直すことそのものが問題というわけでは
ありませんが、それが「優先的地位の濫⽤」に当たらないかの確認が必要です。
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　インボイス導⼊に伴い、請求書や納品書などを適切に変更する必要があります。
PCの会計ソフトやレジスターで領収書を発⾏しているなら、会計ソフトやレジスター
の更新が必要になります。補助金制度がありますので、うまく活用してください。

インボイス導入に関する
補助制度を活用しよう

PCの会計ソフト、レジスターの整備

経理実務や受注・発注システムの見直し

インボイスの記載事項を満たす書類
（請求書、納品書、レシートなど）の整備

インボイス登録番号は、ゴム印
などを使ってもかまいません。

⼩規模事業者持続的発展⽀援事業（持続化補助⾦）
　⼩規模事業者の販路開拓等を補助する持続化補助⾦に「インボイス枠」
が設けられました。インボイス発⾏事業者に転換するときの環境変化へ
の対応を⽀援する特別枠で、上限は100万円（補助率2/3）です。

サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業（IT導⼊補助⾦）
　インボイス制度の対応を⾒据えたITツール導⼊等に対する補助⾦があ
ります。

※詳しくは中⼩企業庁サイトなどでご確認ください。

インボイス導⼊前に⼿書きの領収
書を作成しているなら、導⼊後も
インボイスの要件を満たせば⼿
書きの領収書でかまいません。

導⼊までに準備が必要なモノ・コト

● 会計ソフト、受発注システム、決済ソフト等のITツール、クラウド利⽤料（最
大2年分）：最大350万円（50万円以下は補助率3/4、50〜350万円は補助
率2/3）

● PCやタブレット等：上限10万円（補助率1/2）
● レジスター等：上限20万円（補助率1/2）

中⼩企業庁サイト▶
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各商⼯会では、インボイス制度をはじめ、経営に関する様々なご相談に対応いたしま
す。お近くの商⼯会の連絡先は、右の⼆次元コードにアクセスし商⼯会名で検索をお
願いします。地域を選択してお近くの商⼯会を探すこともできます。

お問い合わせ先⼀覧

https://www.shokokai.or.jp/?page_id=1754

インボイス制度に関すること

取引トラブルに関すること

中⼩企業⽀援施策全般

下請かけこみ寺
フリーダイヤル　　0120-418-618
 【受付時間】9:00-12:00／13:00-17:00（⼟⽇祝、年末年始除く）

中⼩企業電話相談ナビダイヤル
電話番号　 0570-064-350（お近くの経済産業局中小企業課につながります）
 【受付時間】9:00-17:30（⼟⽇祝除く）

インボイス制度特設サイト

適格請求書発行事業者の登録申請手続（国内事業者用）

記載例（個人事業者用）

適格請求書発行事業者公表サイト

記載例（法人用）

軽減・インボイスコールセンター
（消費税軽減税率・インボイス制度電話相談センター）
フリーダイヤル　　0120-205-553　【受付時間】9:00-17:00（⼟⽇祝除く）

☎
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